
職・氏名

電話番号（直通）：

Ｆａｘ：

Ｅ－ｍａｉｌ：

①商工会議所としての意見を公表しこれを国会、行政庁等に具申し、及び建議する。
②行政庁等の諮問に応じて、答申すること。
③商工業に関する調査研究を行うこと。
④商工業に関する情報及び資料の収集及び刊行を行なうこと。
⑤商品の品質及び数量、商工業者の事業の内容その他商工業に係る事項に関する証明、鑑定及び検査を行うこと。
⑥輸出品の原産地証明を行うこと。
⑦商工業に関する施設を設置し、維持し、及び運用すること。
⑧商工業に関する講演会及び講習会を開催すること。
⑨商工業に関する技術及び技能の普及及び検定を行うこと。
⑩博覧会、見本市等を開催し、及びこれらの開催あっ旋を行うこと。
⑪商業取引に関する仲介及びあっ旋を行うこと。
⑫商業取引の紛争に関すあっ旋、調停及び仲裁を行うこと。
⑬商工業に関して、相談に応じ、及び指導を行うこと。
⑭商工業に関して、商工業者の信用調査を行うこと。
⑮商工業に関して、観光事業の改善発達を図ること。
⑯社会一般の福祉の増進に資する事業を行うこと。
⑰行政庁から委託を受けた事務を行うこと。
⑱前各号に掲げるものの外、本商工会議所の目的を達成するため必要な事業を行なうこと。

※②、④、⑤、⑥につ
いては直近の数字を記
載のこと

④管内事業所数

⑤管内小規模事業者数

⑥会員数（組織率）

□主な事業概要（定款記載事項等）

④9,279 （平成28年経済センサスデータによる）

⑤5,885 （平成28年経済センサスデータによる）

⑥2,068（22.3%）

①設立年月日

③茨木市③所管地域

①昭和23年5月12日

②職員数

（うち経営指導員数）
②13名（6名）　（令和元年12月31日現在）

〒567－8588
茨木市岩倉町2-150　立命館いばらきフューチャープラザ１F

０７２－６２２－６６３２

０７２－６２２－６６３１

中小企業振興部長　　小林　豊和

令和２年度（2020年度）

事　業　計　画　書

１．申請者の概要

茨木商工会議所

担
当
者

会頭　　合田　順一

kobayashi@ibaraki-cci.or.jp

連絡先

所在地
申
　
請
　
者

団体名

代表者職・氏名

mailto:kobayashi@ibaraki-cci.or.jp


２．事業概要 茨木商工会議所

（１）所管地域の産業経済の現状と課題

茨木市は大阪市や京都市へのアクセスが良好なベッドタウンとして人気の地域である。令和元年10月の人口は、
282.,303人と10年前に比べて約9千人増加している。この要因として市北部丘陵部の彩都地区の住宅開発や市
中心部の大規模マンション開発、立命館大学の開設による学生人口が増加したことが要因と考えられる。
近年、大手製造業の工場跡地と市北部の丘陵部の彩都地区に物流施設が建設され、道路網の優位性を活かし
た企業立地が進んでいる。

RESAS（地域経済分析システム）を使い本市の経済について分析を行った。
市内の産業構造を見てみると、住民の生活に関わりの深い商業・サービス業が6割以上を占めている。製造業の事
業所数の割合が 5.8％と大阪府平均の10.8％より大きく下回っている。しかしながら１事業所あたりの従業員数が
23人（大阪府平均は14人）となっており、規模の比較的大きい製造業が多いことが特徴である。地域の経済循環
率は73.4%となっており、地域外への消費流出が多いという結果が出ている。創業比率を見てみると、5.82%と大阪
府の平均より上回っており、創業マインドの高い地域であることが推測できる。

雇用の方では、大阪の有効求人倍率が1.78倍（令和元年10月大阪労働局）と高い水準で推移しており、職種によ
る雇用のミスマッチと若者の大手企業志向により、地区内中小企業の求人難の実感は統計の数値以上の厳しさと
なっている。
新たな産業として、ライフサイエンス関連の企業が本市の“彩都ライフサイエンスパーク”を中心とする地域に集積し
ている。

潜在的で対策が進んでいない課題として、経営者の高齢化による事業承継の問題、災害が相次いでいる中での企
業のBCP策定などの災害対策の問題があげられる。

（２）所管地域の活性化の方向性

住宅都市として人口が増加している当市としては、住民の生活を支え産業構成の大半を占める商業・サービス業の
活性化は欠かせない。茨木市産業振興ビジョンでも、「市民の快適な暮らしや地域社会を支える機能の充実」が掲
げられている。また市内には５つの大学があり、商業・サービス業の活性化には、顧客となる住民に加えて学生の意
見を聞きながら実施することが地域の事業者の発展につながる。人口が増えている中、商業・サービス業の業績が
伸びず市外への消費流出が多いという現状から、集客力向上と消費拡大に取り組む必要がある。一方で、商業・
サービス業の活性化には消費を支える雇用の拡大も必要であり、優秀な人材を求める中小企業の求人支援と併せ
て実施していくことが必要である。

市内の事業所数が減少傾向の現状がある一方で、当地域は創業マインドの高いエリアでもあり、そのため創業者支
援を充実することも必要である。創業者支援では、当会議所と市、金融機関で構成するネットワークを活用した相談
体制で実施する。

また、当市には国際総合戦略特区である“彩都ライフサイエンスパーク”が立地しており、バイオ産業など今後成長
が期待できる分野の成長を支援していくことが必要である。さらに、平成30年の大阪北部地震や台風21号の被災
地でもある当市においては、昨年施行された中小企業強靭化法をきっかけに中小企業の災害対策にも注力してい
く必要がある。

（３）主たる支援の対象として想定する小規模事業者等のイメージ及び対象事業者数

小売・飲食・サービス業を営む経営課題を抱えている事業者
彩都ライフサイエンスパーク内に立地するバイオ関連企業等、今後成長が見込まれる事業者
創業希望者
消費税やインバウンド対策としてキャッシュレスやＡｉ、ＩｏＴの浸透など新しい取組みへのチャレンジする事業者
人材不足対策として、新規雇用や雇用定着に課題を抱えている事業者
茨木市産業振興アクションプランにある市内でがんばり、チャレンジする事業者



２．事業概要 茨木商工会議所

経営環境の厳しさから経営者のマインドが低下している中、地域活性化事業を実施することにより、経営者が前向
きに取り組める“きっかけ”をつくることが必要である。この“きっかけ”が経営課題を明確にし、今後の事業展開につ
ながる。経営支援事業は、プレーヤーである中小企業の置かれている状況から真の経営課題を見い出すことによ
り、中小企業が経営しやすい環境を整えることが可能となる。また、事業承継支援の取り組みを実施することにより、
廃業が減少し雇用にも好影響を及ぼす。

この事業を実施しなかった場合は、住宅都市に必要不可欠な商業インフラが衰退し、経営力が低下した中小企業
は廃業を余儀なくされる。廃業に拍車がかかると雇用にも影響が出るなど、負の連鎖が進行するものと思われる。
経営力低下は、販路拡大やビジネスチャンス拡大の芽をつぶすことにもなり、地域経済の低下にもつながる。地域
の活力が低下すると、地域住民や昼間に流入する人々（通勤・通学者）へのサービス低下にもつながり、地域内の
各分野に及ぼす影響は大きいものと考える。

（４）事業の目標

これまで本事業を実施した結果もふまえて、①資金調達、②販路支援、③求人支援、④創業支援、⑤事業承継・
事業継続力支援の５つを重点目標とする。

①資金調達
融資や補助金を活用いただけるよう支援を実施する。特に補助金申請のニーズは多く、事業計画書作成の段階か
ら支援していく。

②販路支援
地域活性化事業でキャッシュレス化対策などの時流に乗り遅れないよう商業者の意識改革を促し、事業所の売上
に直接的、間接的につながるような支援を実施することにより、事業所の「稼ぐ力」向上に向けて支援していく。

③求人支援
セミナーによる事業主の意識改革、求人・求職マッチング事業の実施により、中小企業の人材獲得支援を実施す
る。最低賃金アップによる人件費増加を克服するため、①の資金調達において生産性向上の補助金の獲得支援、
②の販路支援による収益力アップと併せて実施する必要がある。

④創業支援
市や金融機関等と連携した産業競争力強化法に基づくネットワークにより、公的優遇施策を利用していただけるよう
実施する。

⑤事業承継・事業継続力支援
事業継続の観点から、事業承継と災害BCPの問題について啓発を行うとともに、課題解決について支援を実施す
る。
 
その他、近隣の商工会・商工会議所との広域で事業を実施することにより、市内にとどまらないビジネスチャンスの
場を提供すると共に相乗効果を狙っていく。

（５）事業の実施により期待される効果及び実施しなかった場合の影響（実施する事業の総体的な効果等を記載すること）



3．経営相談支援事業・専門相談支援事業　事業調書

支援

5 事業所

事業継続計画(BCP)等作成支援創業支援

茨木商工会議所

Ⅰ　経営相談支援事業

支援

支援

事業所

50

40

2

金融支援（経営指導型）

支援機関等へのつなぎ

マーケティング力向上支援

記帳支援

経営指導員の日頃の相談の中で、より専門的な知識が必要な相談について、各分野の専門家による適切なアド
バイスを実施する。金融相談では、政府系金融機関である日本政策金融公庫の茨木専任担当者による相談を
市外にある支店まで行かずに受けていただくことができる。また、税務相談では、特に個人事業者の決算・申告
シーズンに重点的に税理士による相談会を開催し、スムーズな申告ができるよう支援していく。記帳指導は、消費
税の改正もあり、年間を通して記帳に不慣れな事業者を対象に、税理士による指導を受けていただき、自主記帳
ができることを目指す。専門家を活用した個別指導が必要な事業者に対しては、専門家同行事業や国の専門家
派遣事業（ミラサポ）を利用して相談にあたると共に、相談の場に同席することにより経営指導員のスキルアップに
もつなげていく。また、同行して状況を把握することにより、経営指導員によるアフターフォローを充実していく。

専門家派遣(同行) 継続 相談件数 3 専門家の訪問支援が必要な場合、専門家と同行し支援する。

事業実施のポイント・期待される効果

記帳指導を希望する事業所に税理士による指導を実施。

事業名

決算･申告シーズンに税理士による税務相談会を実施。

記帳指導 継続 相談件数 2

事業概要

税務相談 継続 相談件数 5

事業所支援の実施方法（専門家や各種支援機関、支援制度の活用など）

Ⅱ　専門相談支援事業

相談の実施方法としては、通常の窓口相談に加え事業所訪問によるヒアリングにより経営課題を把握する。その
上で、あらゆる角度から潜在化した経営課題を検討し、最適なアドバイスを実施する。相談内容によっては専門
性（国家資格等）のある経営指導員が対応し、的確な指導を実施する。より専門性の高い内容については、当会
議所が実施する専門相談事業を利用いただいたり、国の専門家派遣事業（ミラサポ）、よろず支援拠点、事業承
継支援デスクなど外部の支援機関との連携を図る。

金融相談 継続 相談件数

190

10

指標新規/継続 目標数値

日本政策金融公庫の茨木専任担当者による融資相談会を実施。

これまでの支援企業数の実績から180事業所のカルテ化を見込んでいる。今年度は、小規模事業者の販路拡
大に関わる支援及び創業支援に注力していく。販路拡大や創業における相談においては、資金調達がリンクされ
ることが多く、融資や補助金の申請とその申請に必要な事業計画書作成など多面的な支援を実施する。
また、経営者の高齢化による事業承継や災害BCP対策などの後回しになりがちな課題に対する啓発を行い、将
来の潜在化した経営課題解決にも取り組んでいく。
一方で、地域活性化事業で実施するセミナーや販路支援事業と経営相談事業と相乗効果を図っていく。

結果報告 176 事業所

事業所2

20支援

5事業承継支援

コスト削減計画作成支援 2

フォローアップ支援

件数設定の根拠及びその実現に向けた取り組み

販路開拓支援

支援メニューの件数

前年度支援企業数

2

20

資金繰り計画作成支援

事業所

事業計画作成支援

金融支援（紹介型）

事業所カルテ・サービス提案

事業所

180

10 支援

支援

事業所

マル経融資等の返済条件緩和支援

0人材育成計画作成支援

労務支援 20

40

2 事業所

事業所

事業所

事業所

災害時対応支援

2

債権保全計画作成支援 0 事業所

事業所

財務分析支援

0 事業所

事業所

45 事業所 10

５Ｓ支援 0 ＩＴ化支援事業所



４－１．地域活性化事業一覧

府施策
連携

（１）単独事業

○

○

（２）広域事業

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

うち府施策連携事業

承継・創業経営者交流研修

三市一町合同就職面接会

大阪北部地震の震源被災地
におけるＢＣＰ推進事業

茨木商工会議所

796,875

1,810,000

10,248,907

求人・求職マッチング事業

創業支援事業 創業のための基礎知識習得のセミナーと創業実現に向けての支援する事業を行なう。

概要 金額（円）事業名

中小企業の求人支援及び求職者のための、合同就職面接会を行なう。

1,010,000

1,939,200

キャッシュレス化の推進事業

バイオ産業推進事業 彩都を中心とした地域に立地するバイオ関連企業に営業やアライアンスの機会を与える。

1,144,000

商店街と大学連携事業

茨木・箕面オムニチャネル3.0事業

障がい者雇用促進に関するセミナー

4,928,800

1,979,600

309,986

商店街活性化に取り組む商店街で、消費者目線の商品・サービス開発に大学生とのマッチングを支援する。

単なる物販ではなく、お客さまに｢共感｣頂ける販促事業を行う。

中小企業に対して障がい者雇用の理解を深めてもらうため事業を行う。

※「摂津市商工会」の事業計画参照

※「箕面商工会議所」の事業計画参照

※「摂津市商工会」の事業計画参照

※「吹田商工会議所」の事業計画参照

消費税やインバウンド対応としてキャッシュレス化の機運を高める。

大阪北部地震の被災地経験を踏まえ、ＢＣＰの普及啓発を行う。

101,000

101,000

10,432,894

151,500

1,000,000

467,125

404,000

518,016

99,400

14,140

1,685,438

157,000

194,400

※「摂津市商工会」の事業計画参照

MoTTo OSAKA
オープンイノベーションフォーラム

※「大阪商工会議所」の事業計画参照

人財力強化（人材育成）事業 ※「摂津市商工会」の事業計画参照

労働法改正セミナー ※「摂津市商工会」の事業計画参照

手づくりコミュニティ市事業 ※「島本町商工会」の事業計画参照

クラウドファンディング活用セミナー

中堅・中小企業における女性の活用・戦力化支援事業 ※「高槻商工会議所」の事業計画参照

北摂地ヂカラフェスタ

428,000

273,000

大阪勧業展

65,000

529,027

中小企業のための生産性向上セミナー

Web活用販路開拓支援事業 ※「豊中商工会議所」の事業計画参照

※「大阪商工会議所」の事業計画参照

事業承継の支援事業

※「高槻商工会議所」の事業計画参照

※「高槻商工会議所」の事業計画参照

ものづくり優良企業賞応募企業発掘・支援事業 ※「高槻商工会議所」の事業計画参照

ＢＣＰ・ＢＣＭの普及促進



○

(a)府施策連携 (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

４－２．地域活性化事業　事業調書 茨木商工会議所

事業名 商店街と大学連携事業 新規/継続 継続

想定する実施期間 2012 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
　また、別紙にて計画を提出すること

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をど
のような状態にし

たいか）

平成31年4月には追手門学院大学の新キャンパスが完成する。当市においては、立命館大学
と追手門学院大学、梅花女子大学の3大学を含め、現在5大学と産官学連携事業を行ってい
る。一方商店街では、大手製造メーカーの市外転出による工場労働者の利用減少とともに、こ
れまで地域の高齢者を中心とした生活の場となり、商店街の顧客も先細りしつつある。一方、
近年は市中心部に子育て層を中心とした新住民が徐々に増えており、202５年頃までは人口
増が見込まれている。商店街の活性化には、新住民の中心となる子育て世代の囲い込みが必要
で、そのためには大学生の若い力と創造力を欠かすことができない。こうした中、市内の商店
街のなかには、地域と一帯となって商店街活性化事業に取り組み始めており、当商工会議所
は、茨木市及び茨木市商業団体連合会と連携して、自主的に取り組む商店街の支援を目的に以
下の事業を行う。

支援する対象
（業種・事業所数

等）
茨木市内の商店街等（２３団体）に所属する小売・サービス業・・・７７０事業所

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法
等）

立命館大学は、学生サークルが地域との連携を積極的に行っており、大学も地元の飲食店に昼
食弁当の販売する機会を設けるなど地域連携に力を入れている。また、追手門学院大学は、地
域創造学部を含む一部の学部をＪＲ総持寺駅に近接する新キャンパスは平成31年4月に移転
するのを機に、地域イベントや市民対象の事業を積極的に行っている。そうした流れは、商店
街に学生の流入が期待でき。新たな来街者を呼び込む機運が高まる要素となっている。

これまでの
取組状況

※継続事業
の場合のみ

記入

実施内
容・実績

数値

5月に阪急茨木駅7商店会が立命館大学の国際寮に住んでいる留学生23名を対象に握りすしと和菓子の体験を実施し
た。
9月に阪急茨木駅7商店会のマップを今年度も作成。合計20３店舗掲載
４月には、茨木神社で、昭和のレトロ感をだしたイベントを実施した。当日の会場には、個店魅力アップに取り組む商
業者グループも８店舗出店とガンバ大阪にはガラポン抽選の賞品提供をして頂いた。
12月には、阪急本通商店街内のまちづくり交流サロンにおいて、冬バージョンを行った。
先の商業者グループが４店舗の出店とてづくり品販売が６店舗出店。また、追手門学院大学と近隣５商店会とのコラボ
企画として、学生制作の商店街活性化映像の上映と子どもに商店街に来てもらうということで、昔のおもちゃ作り【割
り箸てっぽう】の作成と的当てを実施した。ガンバ大阪にはガラポン抽選の賞品提供をして頂いた。
てづくり市の開催は4/2、5/7、6/4、7/2(雨天中止)、8/6、9/3、10/1、11/5、12/3、1/11、2/4、3/3

反省点 開催日時や開催場所など集客等のために色々検討していかないといけない。

具体的
な実施
内容・
手法
(該当

型
に ○ )
いつ・
どこ
で・

何を・
どのよ

う
にする
のかを
明確
に)

人材育成
型 販路開拓型（「冬のガンバる市」）

　2020年12月５日（予定）、茨木市の玄関口となる駅周辺の商店街が、まちづく
り交流サロンなど公共空間も活用して、商店街をアピールするための販促事業を行
う。学生には、集客イベントの企画・運営や留学生を含むインバウンド対策事業を一
緒に企画してもらう。
　商工会議所は、商店街と学生の橋渡しを行うとともに、集客にも効果をあげるた
め、商工会議所が運営するまちづくり交流施設で毎月1回開催している「てづくり
市」を運営する。
　イベントの告知は、地域情報紙や会議所ホームページなどで行うほか、イベント直
前には、チラシを中心市街地エリア20,000戸程度に配布する。

人材交流
型

販路開拓
型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案
型

事業手法
（該当する場

合は
○印と下欄に
その根拠）

c)茨木市は、茨木市産業振興ビジョンで、商店街の魅力アップ支援と大学の新規立地の機会活
用に向けた調査・検討を行うと謳っている。また、産学連携を希望する商店・商店街のニーズ
と大学のシーズのマッチングなど産学連携に取り組みやすい環境づくりを併せて推進するとし
ている。
本事業について、茨木市は連携して取り組むこととして、茨木市から事業補助を受ける。

事
業
の
目
標

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒ 販売促進事業に大学との連携を取り組む商店街

4

支援対象企業の
変化

地元プロスポーツチームとの連携を図るなど、商店街販促活動に積極的に取り組んで
きた。これからは、大学との連携機会を増やしたいと考えている。

指標 商店街の学生来街者数（通年） 数値目標 対前年比５％増

その他目標値
目標値の内容⇒

本事業の実施前と実施後、商店街所属店舗にその変化を聴き取る。



４－２．地域活性化事業　事業調書 茨木商工会議所

事業名 商店街と大学連携事業 新規/継続 継続

円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（小計の５％） 円

計 円

円

円

(a)府施策連携 (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円） 　

代

円

円

円

円

円

※別添で補足する内容があれば添付してください。

2,020,000

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数

独自提案単価及び
独自補正係数の根

拠
（基準どおりの場

①市町村等補助 350,000 交付市町村等 茨木市

算定基準
（行が足りない場
合は、⇒の行に挿

入）

算 出 額
②受益者負担 負担金の積算

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

2,020,000

標準事業費

50,500 4 ###

【備考】

補助金の団体配分
（「代」欄には、
中核団体またはﾋｱﾘ
ﾝｸﾞで説明する代表

団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

0.50 1,010,000 350,000

2,020,000

2,020,000



○

○ (a)府施策連携 (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

４－２．地域活性化事業　事業調書 茨木商工会議所

事業名 創業支援事業 新規/継続 継続

想定する実施期間 2011 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
　また、別紙にて計画を提出すること

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をど
のような状態にし

たいか）

管内の大手企業撤退による雇用や需要の減少。景気回復傾向にあるが、中小零細企業までは循
環しておらず、管内事業所の業績は停滞している。さらに、経営者の高齢化による廃業もあ
り、新たな事業創出や既存事業の活性化が課題となっている。管内の創業者を増加させる為、
創業に興味のある方、将来的に地元で創業を考えている方、創業後間もない方等に、創業に関
する知識習得や人脈作りの場を提供し、具体的な創業に向けての関心を持ってもらい、具体的
な行動に繋げていきたい。

支援する対象
（業種・事業所数

等）

対象者は、茨木市内を中心とした近隣の市町村（高槻市、摂津市等）在住の茨木市での創業に
興味がある、一般の方（会社員、学生、主婦等）、創業後間もない方
※当会議所へ受講の為の来所が可能であれば、大阪府下に在住、創業予定、創業後間もないの
方も対象とする。

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法
等）

過去に実施した創業セミナー「創業塾：平成21年～平成３０年」の１０年の平均参加者数は38名であり、これまでの
実績から、管内の創業に関するニーズはあると思われる。また、経済センサス調査（2012年～2014年）からも、茨
木市、高槻市、摂津市、の創業比率は全国平均を上回る数値で推移している。茨木市で実施している産業競争力強化法
に基づく創業支援で、当会議所が実施する「創業塾」は平成26年度から指定講座となった。茨木市の特定創業支援の
認定事業者は平成26年度3件、平成27年度は18件、平成28年度は18件、平成29年は38件と増加。平成30年は
39件で、その内当会議所創業塾受講者は12名おられ、今後もニーズがあると思われる。

これまでの
取組状況

※継続事業
の場合のみ

記入

実施内
容・実績

数値

２０１９年度は、8/24～9/21の毎土曜日に30時間と12/1に4時間のフォローアップセミ
ナーとして開催。申込者は22名、参加者は20名で、参加者の全員は修了者となった。
大阪府や茨木市の創業者向け施策の紹介、日本政策金融公庫の職員や中小企業診断士及びミラ
サポを利用した専門相談、事業計画作成支援等でカルテ化、茨木市で実施している産業競争力
強化法に基づく創業支援（特定創業支援の認定企業）にも繋がっている。

反省点

これまでの広報等手法の工夫により、事業開始から年々参加者も増加傾向にあったものの
2019年度は減少。受講者のアンケートについては、「創業塾」に対する潜在的なニーズ（創
業に興味のある方等）がまだまだあると思われる。そこで、次年度も引き続き、広報等手法を
強化することで「創業塾」の認知度アップと受講者数アップにつなげていきたい。

具体的
な実施
内容・
手法
(該当

型
に ○ )
いつ・
どこ
で・

何を・
どのよ

う
にする
のかを
明確
に)

人材育成
型

・時期：2020年９月～12月の土日で実施。　会場：茨木商工会議所
・６Ｈ×５日間で約３０時間とフォローアップ4時間を予定。（午前は講義、午後はｸﾞﾙｰﾌﾟﾜｰｸ、交流会
等を実施。経営指導員も参加、受講生のﾌｫﾛｰを実施。）
・創業に関するﾋﾞｼﾞﾈｽｱｲﾃﾞｨｱの見つけ方に関する講義で基礎知識を習得し、ｸﾞﾙｰﾌﾟの中でｱｲﾃﾞｨｱ出し、
ﾌﾞﾗｯｼｭｱｯﾌﾟを行う。
・創業に関心のある受講者同士の「人脈作り」をするための交流会を実施。
・創業から３年間生き残る為のﾏｰｹﾃｲﾝｸﾞ、労務、税務等、関連知識の講義後、ｸﾞﾙｰﾌﾟﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝを実
施。茨木市の「特定創業支援事業」の認定講座として、規定のカリキュラムを受講した受講生には「証
明書」を発行する。
・先輩起業家の体験談を聞くことで、より現実の「創業」を学ぶ。
・基本的な創業の事業計画書を作成、ｸﾞﾙｰﾌﾟﾜｰｸで、ﾌﾞﾗｯｼｭｱｯﾌﾟし、発表する。
・政策金融公庫の融資担当者、専門家（中小企業診断士）の個別創業相談を実施。
・参加のし易さから参加費用を無料とし、集客につなげる。
・大阪府が実施する創業に関する事業を受講者に情報提供する。受講生や過去の修了者の中から、将来
性などが認められる有望な創業者を府の事業に推薦することで、府施策と連携する。

人材交流
型

販路開拓
型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案
型

事業手法
（該当する場

合は
○印と下欄に
その根拠）

 府施策連携商13番　起業家の育成、創業の促進　：創業塾の受講者等で、将来性などが認められる有
望な創業者を大阪起業家グローイングアップ事業に推薦するなど、府施策と連携を図る。(c)市町村連
携：茨木の市報でセミナー告知、公共施設での広報協力、市の創業支援策の案内、市の特定創業支援の
認定講座等で市との連携を図る。(d)相談事業相乗効果：参加者の「創業」に関する興味を具体化させる
ため、創業相談などの相談事業への相乗効果を図り、創業のリスクを軽減する。カルテ化目標10名。

事
業
の
目
標

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒

支援対象企業算出根拠：過去に実施した創業塾受講者数を参考に設
定。会議所のHP・会報・メルマガ、DM、巡回・窓口相談時、茨
木市報、地域情報誌、管内公営施設等を活用して事業の告知を行
い、大阪府下より受講者募集を行う。また集客のため参加費を無料
とする。

30

支援対象企業の
変化

創業に関する漠然とした興味から、知識習得やグループワークを通じて、「創業」に
関する具体的なプランやモチベーションを持ってもらい、次の行動へにつなげてい
く。

指標 受講者の創業見込件数 数値目標 ４件

その他目標値
目標値の内容⇒



４－２．地域活性化事業　事業調書 茨木商工会議所

事業名 創業支援事業 新規/継続 継続

円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（小計の５％） 円

計 円

円

円

○ (a)府施策連携 (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円） 　

代

円

円

円

円

円

※別添で補足する内容があれば添付してください。

1,939,200

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数

独自提案単価及び
独自補正係数の根

拠
（基準どおりの場

①市町村等補助 交付市町村等

算定基準
（行が足りない場
合は、⇒の行に挿

入）

算 出 額
②受益者負担 負担金の積算

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

1,939,200

標準事業費

40,400 30 1.60

【備考】

補助金の団体配分
（「代」欄には、
中核団体またはﾋｱﾘ
ﾝｸﾞで説明する代表

団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

1.00 1,939,200

1,939,200

1,939,200



○

○ (a)府施策連携 (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 (d)相談事業相乗効果

社

４－２．地域活性化事業　事業調書 茨木商工会議所

事業名 求人・求職マッチング事業 新規/継続 継続

想定する実施期間 2013 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
　また、別紙にて計画を提出すること

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのような

状態にしたいか）

大阪府の完全失業率は2.9%と前年に比べ、若干改善の兆しが見えている。また令和元年10月公表の大
阪府の有効求人倍率は1.78と高水準を維持している。そういった状況の中、中小企業では人材確保に
積極的に取り組んでも応募者が思うように集まらず、数字以上に人材確保に苦慮している。中小企業は
採用に関するノウハウ等を持っておらず、優秀な人材を確保出来ない事が多いため、「合同就職面接会」
を開催し人材確保支援を行なう。
本年度も昨年度に引き続き「合同就職面接会」以外にも、「就労相談」を開催し、若者や中高年齢者に
対して万全のフォローを行うことによって、中小企業にとっても幅広い人材を確保する機会を増やす。
この事業を継続的に開催することにより、なかなか改善の道筋が見えてこない雇用情勢の一役になれる
ものと思われる。（数値は大阪労働局調べ）

支援する対象
（業種・事業所数等）

業種を問わず、40社（20社×２回）程の中小企業及び求職者180名（90名×2回）

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

費用や時間をかけたくない中小企業などからの要望や過去に開催した「合同就職面接会」の
参加企業のアンケート結果による。

これまでの
取組状況

※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

平成25年度から、各年度年間2回、「合同就職面接会」を開催した。
平成31（令和1）年度は、参加企業が延べ48社（1回目24社・2回目24社）。延面接者数が計
145名と、多くのマッチングの場を提供できた。

反省点
参加企業によっては、一人一人に対する面接時間が短くなったのが、反省点である。

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこで・
何を・

どのよう
にする
のかを
明確に)

人材育成型
2020年7月及び10月頃の年2回開催予定。
求人企業を1回の開催につき、20社程募集する。
求職者には、市広報・市内各所にポスター掲示・ハローワークにおいて「合同就職面接会」の
開催告知をして、求職者募集に務め、求職・求人双方にマッチングの場を設ける。
また面接会当日は、求人企業のパンフレットを会場の分かりやすい場所に設置し、求職者にＰ
Ｒをしたり、待合場所で待機している求職者に対して、積極的に声掛けを行い、希望企業以外
にも面接をチャレンジするよう促し、参加企業の面接回数を増やす手立てを行う。
またこの面接会は、「中高年齢者」や「若年者」の就職困難者等を対象にして行なう。

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に
その根拠）

（a）府施策連携労-9番　求人・求職マッチング事業
地域労働ネットワークの関係機関とも連携をとり、広報・運営を行う。大阪府にもメルマガ等を依頼する。
（c）市町村連携
茨木市と連携をとり、会場関係、求職者向けポスター・チラシ作成等は茨木市が担当し、当商工会議所は、求人企
業募集及び面接会開催PRに重点をおいて推進する。

事
業
の
目
標

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒ 会場の関係で、1回の開催につき、20社程を募集する。

会報・ＨＰ・市広報・ＤＭ等々で募集。
40

支援対象企業の
変化

「合同就職面接会」に参加し、求人を確保することによって、長期的な計画をたてて、事業活
動をすることができ、企業の成長が見込まれる。

指標 参加企業のうち採用に至った企業数 数値目標 7

その他目標値

目標値の内容⇒

求職者
180



４－２．地域活性化事業　事業調書 茨木商工会議所

事業名 求人・求職マッチング事業 新規/継続 継続

円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（小計の５％） 円

計 円

円

円

○ (a)府施策連携 (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円） 　

代

円

円

円

円

円

※別添で補足する内容があれば添付してください。

1,616,000

40,400 180 0.05 363,600

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠

（基準どおりの場合不要）

①市町村等補助 交付市町村等

算定基準
（行が足りない場合は、⇒

の行に挿入）

算 出 額
②受益者負担 負担金の積算

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

1,979,600

標準事業費

40,400 40 1.00

【備考】

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核団体
またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説明する

代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

算
定
基
準
に
より
算
出
さ
れ
る
額

1.00 1,979,600

1,979,600

1,979,600



○

○

○ (a)府施策連携 ○ (b)広域連携 (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

４－２．地域活性化事業　事業調書 茨木商工会議所

事業名 バイオ産業推進事業 新規/継続 継続

想定する実施期間 2015 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
　また、別紙にて計画を提出すること

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのよ
うな状態にしたいか）

茨木市やその周辺の大阪府北部地域にはライフサイエンス産業が集積し、ライフサイエンス分
野の会社やベンチャー企業が事業主体や研究施設を置いています。しかし多くのバイオベン
チャーは、世界的にも高度な技術やごくまれな研究を行っているにもかかわらず、製品の営業
やアライアンスが進まない状況が続いています。そういったベンチャー企業に対し、繋ぐ事業
を打ち出していき、事業の新展開や取引先を増やすことを目的に実施します。

支援する対象
（業種・事業所数等）

彩都ライフサイエンスパークを中心とした府内のバイオベンチャー、ライフサイエンス関連企業等　約
50社

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

2019年度の共同出展に参加した企業へのアンケートでは、次年度の展示会出展によるビジネスマッチ
ング支援の要望は多くありました。また、共同出展に参加されていない事業者からも販路開拓や企業間
アライアンスのニーズを聞きます。これまで本事業を実施していく中でマッチングの実績も出てきてお
り、大阪府内にとどまらず国内広く全域に企業間連携を求めるニーズがあります。
セミナー事業では、府内全域からの参加者も増え、府内全体のライフサイエンス関連の活性化が期待で
きます。

これまでの
取組状況

※継続事業の
場合のみ記入

実施内
容・実績

数値

■1０月９日～1１日　BioJapan2019に出展
　　　　　　　出展事業者数　15件
　　　　　　　来場事業者・名刺交換事業者数等　297名
■11月11日　彩都バイオサイエンスセミナー開催　参加人数 49名
　　　　　　　講師：近畿大学　農学部　教授　米谷　俊 氏
　　　　　　　テーマ：機能性食品の研究開発　～「産官学＋民」の連携を目指して～

反省点

BioJapanでの出展では、限られたスペースで訴求効果を上げる工夫をし一定の改善はできましたが、
出展事業所が実際にマッチングできる出展スタイルに課題が残りました。

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこ
で・

何を・
どのよ

う
にする
のかを
明確に)

人材育成
型

事業の実施にあたっては、実行委員会（茨木商工会議所、摂津市商工会、大阪府、茨木市、バイオ･サイ
ト･キャピタル㈱）を年６回程度開催し、準備から当日の実行まで連携を図っていきます。今年度も府外
へのアピールも意識しながら、事業を企画していきます。
９月～１１月頃　ライフサイエンス企業向けに営業戦略やプレゼン能力向上等に関するセミナーを開催
します。彩都ヒルズクラブが過去に１７０回以上実施してきた「彩都バイオサイエンスセミナー」の令
和２年度に実施する１回分を主体的に実施します。
１０月　核となる展示商談会（横浜で開催のBioJapanを予定）に府内ライフサイエンス関連企業等の
共同ブースを出展し、事業内容を広くＰＲすることで、販路及び企業間アライアンスを見い出していき
ます。
展示商談会当日だけでなく、出展の前後とも彩都地区を中心とした事業者の要望に応じ、茨木市及び摂
津市の事業者とのオーダーメイドマッチングを図っていきます。

人材交流
型

販路開拓
型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案
型

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に
その根拠）

商５番
(a)府施策連携：ライフサイエンス産業課の担当者を交えて、事業の進め方や事業当日の運営まで含めて
連携。
(b)広域連携：出展事業者の募集及びセミナーの集客を共同実施。
(d)相談事業相乗効果：オーダーメイドマッチングをカルテ化により実施。

260

事
業
の
目
標

支援対象企業の
変化

セミナーを受講することによりライフサイエンス産業への理解が深まるとともに、営業力強化やアライ
アンスに向けての意識の変化が深まる。

指標 ライフサイエンス産業への参入意欲等、意識の変化が深まった事業所数 数値目標 5

その他目標値

目標値の内容⇒

共同出展ブースに来場の事業者数。

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒

■人材育成型（セミナー）
対象は彩都ライフサイエンスパーク内事業者及び府内事業者。会報やホームペー
ジ、メールマガジンにて対象事業者を募る。

30

支援対象企業の
変化

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒ ■販路開拓型（展示商談会への共同出展）

彩都ライフサイエンスパークを中心とする府内のライフサイエンス関連事業者を募
集　12社12

大阪府のライフサイエンス産業を全国的な展示商談会に共同出展することにより、大阪府外の企業にア
ピールし、商談やアライアンスのマッチングにより新事業への取り組みが始まる。

指標 商談件数 数値目標 10



４－２．地域活性化事業　事業調書 茨木商工会議所

事業名 バイオ産業推進事業 新規/継続 継続

円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（小計の５％） 円

計 円

円

円

○ (a)府施策連携 ○ (b)広域連携 (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円） 　

代

○ 円

円

円

円

円

標準事業費

960,000

656,500

係数

80,000 1.00

50,500 260

606,000

2,222,500

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

府外の専門展示出展事業（横浜開催：バイオジャパン）に出展するには、出展事業者との事前
調整が何度か必要であり、当日の現地調整等も必要であるため80,000円の独自単価とする。

2,222,500

算 出 額
②受益者負担 負担金の積算

2,222,500 1.00 2,222,500

算定基準
（行が足りない場合
は、⇒の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数

①市町村等補助 交付市町村等

12

0.05

20,200

412,500

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核
団体またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説
明する代表団体に○）

配分額 役割（配分の考え方）

実施に係る経費（職員旅費は除く）は茨木商工会議所
が負担する前提で、以下の通り配分
【茨木商工会議所】
セミナー参加者25社相当（505,000円）、出展企業
10社相当（800,000円）、ブース来場者200名相
当（505,000円）
【摂津市商工会】
セミナー参加者5社相当（101,000円）、出展企業
２社相当（160,000円）、ブース来場者60名相当
（151,500円）

摂津市商工会

商工会・会議所名

茨木商工会議所 1,810,000

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

30 1.00



○

(a)府施策連携 ○ (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

４－２．地域活性化事業　事業調書 茨木商工会議所

事業名 茨木・箕面オムニチャネル3.0事業 新規/継続 継続

想定する実施期間 2014 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
　また、別紙にて計画を提出すること

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのよ
うな状態にしたいか）

茨木市及び箕面市では、多種多様なイベントを実施しており、商業施設がある。こ
のような販売促進に該当する機会及び場所を発掘し一元管理する。そして会議所が
拠点となり１年を通じて計画的に事業を進めていくことで、お客さまに「初めて出
会う商品をワクワク（共感）して買う」環境を整えていき、販促に関するセミナー
や意見交換（反省会等）をタイムリーに盛り込み、個店のポテンシャルアップを目
的とする。

支援する対象
（業種・事業所数等）

茨木市内の小売店舗、製造小売り事業者及びサービス事業者　約４００事業所 ＋箕
面市内の小売店舗、製造小売り事業者及びサービス事業者　約１００事業所

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

出展販売したいというニーズは次の方法で確認している。①出展の門戸を広げ常に
出展希望事業者が問い合わせ出来る体制を取っている。従って、初めての出展を経
験する事業者にも迅速に対応することが出来るので、今年度も少なくとも5件の初出
展事業者を誕生させている。また出店者へのヒアリングで、今後の出展意欲につい
て聞いておりニーズを掴んでいる。

これまでの
取組状況

※継続事業の
場合のみ記入

実施内
容・実績

数値

現在までで４回の販売促進イベントを実施した。延べ２９件（実24事業所）の出展
があり、イベントごとに波はあるが97.1万円以上の売上げに繋がっている。事業者
からの出展希望は常に聞いており、機会をとらえ出展可能かどうか確認している。

反省点

平成30年度、総売り上げは減少したが1回あたりの売上額は、大幅に改善された。
出展者の出展方法高度化し、商品を知ってもらう行動が反映されたと考えられる。
今後も出店方法の進化を止めることなくする為の指導やセミナー等をタイムリーに
実施し、売上拡大に努めていきたい。

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこ
で・

何を・
どのよ

う
にする
のかを
明確に)

人材育成
型

本事業名のオムニとは「あらゆる」、チャネルとは「お客さまとの接点」を指します。販売
機会を世代別に分けて、1.0は「その場で欲しい商品を買う（商店街やスーパー）」、2.0は
「場所を選ばず好きな商品をいつでも買う（カタログ販売やネット通販）」。そして今後目
指す販売機会を3,0として「初めて出会う商品をワクワクして買う」と位置づける。市内で
の有名店などを、今までと全く違う手法（体験型等）でお店を紹介する。出展後に事後アン
ケートを取り、売り上げ及びそれ以外の波及効果についての目標達成率や満足度を確認、統
計を取り事業毎に効果を数値で測定、効果的なセミナー等の開催という形で出展者へフィー
ドバックしていく。最終的にお客さまが知らなかった商品を楽しく購入頂ける環境を設定。
「ワクワク（共感）」をキーワードに新たなニーズを引き出す。
販売機会は、茨木市箕面市をエリアとする。エリア内での開催イベントや公共施設を利用し
年度を通して出展機会を設ける。具体的には以下の通り計画する。
　４月～　６月　市内の集客施設を利用しての出展
　９月～１２月　まちイベントや定例行事等、エリア内で行われる販促イベントでの出展
その他大阪府、茨木市、箕面市及びイベント主催団体などからの出展要請があれば、その都
度検討し適宜出展していく。出展後は事後アンケートを取り、常に改善を加えていく。
2019年度も、他の事業で販売促進を目的とするセミナー実施をPRし参加を促し、お客様が
楽しくワクワクして買う気持ち作っていく。

人材交流
型

販路開拓
型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案
型

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に
その根拠）

(b)当市と箕面市は、多種多様な商業イベントの実施や個店と大型商業施設の立地な
ど、まちづくりが似ているところが多々あり、小売店1件あたりの売上額と住民一人
当たりの購入金額が近似値を示している。また両市を繋ぐ国道171号線は自家用車
や路線バスが頻繁に行き来していることから、利便性の高い箕面市と連携すること
で、両市の事業者が相互に行きかう機会を作りより発展性の高い事業となる。
(c)市と連携し、公共施設も利用した出展機会を増やす。
(d)実際の販売現場を確認することが出来ることで、きめ細かい支援が可能となり、
販促支援もタイムリーに出来る。



４－２．地域活性化事業　事業調書 茨木商工会議所

事業名 茨木・箕面オムニチャネル3.0事業 新規/継続 継続

円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（小計の５％） 円

計 円

円

円

(a)府施策連携 ○ (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円） 　

代

円

円

円

円

円

※別添で補足する内容があれば添付してください。

事
業
の
目
標

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒ 販売促進を目的とした各種団体（物産振興協会やマイスターズな

ど）、商業イベントへ積極的に参加する事業所（飲食店や小売店）
および、創業希望者などのうち２５店舗を対象とする。25

支援対象企業の
変化

出展者の満足度を70％以上にする。その要因を個店で独自に分析出来る程度に、ポ
テンシャルを上げていく。

指標 各事業所の出展目的(売上･知名度･新規顧客獲得･販売スキル向上など)の達成率 数値目標 70%

その他目標値

目標値の内容⇒

1,262,500

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数

独自提案単価及び
独自補正係数の根

拠
（基準どおりの場合不

①市町村等補助 交付市町村等

算定基準
（行が足りない場合
は、⇒の行に挿入）

算 出 額
②受益者負担 20,000 負担金の積算

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

1,262,500

標準事業費

50,500 25 1.00

【備考】
②受益者負担金額について：出展毎に経費の一部を出展者に負担いただく。（比較的経費の低い出展は無
料）
　（1店舗の平均負担額×述べ(有料)出展件数）　@2,000円　×　10回　=　20,000円

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核
団体またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説
明する代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

茨木商工会議所 796,875 必要経費（196,875円）を幹事団体
が取り、残りを事業所数で按分する。
茨木商工会議所　２０件
箕面商工会議所　　５件

箕面商工会議所 150,000

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

0.75 946,875 20,000

1,262,500

1,262,500



○

○ (a)府施策連携 ○ (b)広域連携 (c)市町村連携 (d)相談事業相乗効果

社

４－２．地域活性化事業　事業調書 茨木商工会議所

事業名 障がい者雇用促進に関するセミナー 新規/継続 新規

想定する実施期間 2020 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
　また、別紙にて計画を提出すること

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのような

状態にしたいか）

近年、人口減少社会における企業の人材確保が企業継続の上で、最重要視されている。
新卒採用・中途採用・外国人技能実習生等の採用手段とともに、障がい者雇用の促進は、経営上の課
題として重要性が増してきている。ただ中小企業にとって、障がい者雇用の経験が無い企業も多く、実際
に雇用をするにはハードルが高いと感じる企業も多いため、障がい者雇用に関するセミナーを開催するこ
とによって、制度の周知・支援に関する情報や、障がい者に対する差別の禁止と合理的配慮の提供義務
に関する情報の提供を行い、また障がい者を雇用した際の手続き等の情報提供も行う。このセミナーを
講習することによって、中小企業に対して障がい者雇用の理解を深めてもらうと共に、2020年11月頃に
茨木市役所やハローワーク茨木が主催する「茨木市障がい者就労支援フェア（合同就職面接会）」に参
加できるよう促す。

支援する対象
（業種・事業所数等）

障がい者雇用に取り組もうとする中小企業事業者の事業主ならびに管理職

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

各種セミナー開催時のアンケート調査による分析等により、人材確保について中小企業の多く
は頭を悩ませていることが分かった為、事業者を取りまとめて実施するセミナーが、経費負担
が軽く、効率的な教育効果を見込むことが出来る為。

これまでの
取組状況

※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

反省点

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこで・
何を・

どのよう
にする
のかを
明確に)

人材育成型
茨木商工会議所内の会議室で開催予定。
研修時間は、２時間３０分程度を予定する。
講師は、障がい者雇用に精通している大阪府就業促進課の方と、事例報告として障がい者雇
用に実績のある企業の方を予定する。
研修内容としては、障がい者雇用に関する施策の周知や既に障がい者を雇用している企業の
先進事例の紹介を中心に講義してもらう。
スケジュール予定として、５月～６月頃に講師選定。
７月頃に、案内状の作成・発送。
８月下旬から9月頃に開催予定。

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に
その根拠）

（a）府施策連携労-7番　障がい者人材確保支援事業
就業促進課障がい者雇用促進グループとも連携をとり、広報・運営を行う。
（b）広域連携
「茨木商工会議所」と「摂津市商工会」で連携をとる。講師については、茨木で選定する。会場は茨木商工会議所で
行う。案内等は、茨木と摂津で協力してPRを行う。

事
業
の
目
標

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒ 茨木市内、摂津市内の事業所を対象として広報誌、チラシ、ホームページ

等にて案内募集を行う。
25

支援対象企業の
変化

本セミナーで、障がい者雇用についての制度の内容や実際に障がい者を雇用している事業所
の担当者からお話を聞く機会を得ることにより、障がい者雇用に深い知識を得て、参加企業の
積極的な雇用確保に繋がるものと思われる。

指標 障がい者雇用の理解が深まった 数値目標 理解度70％以上

その他目標値

目標値の内容⇒



４－２．地域活性化事業　事業調書 茨木商工会議所

事業名 障がい者雇用促進に関するセミナー 新規/継続 新規

円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（小計の５％） 円

計 円

円

円

○ (a)府施策連携 ○ (b)広域連携 (c)市町村連携 (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円） 　

代

○ 円

円

円

円

円

※別添で補足する内容があれば添付してください。

505,000

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠

（基準どおりの場合不要）

①市町村等補助 交付市町村等

算定基準
（行が足りない場合は、⇒

の行に挿入）

算 出 額
②受益者負担 負担金の積算

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

505,000

標準事業費

20,200 25 1.00

【備考】

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核団体
またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説明する

代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

茨木商工会議所 309,986

募集企業数で配分。
茨木13社、摂津12社。
茨木で開催の為、会場費等の経費は、
茨木商工会議所に加算。

摂津市商工会 195,014

算
定
基
準
に
より
算
出
さ
れ
る
額

1.00 505,000

505,000

505,000



○

〇 (a)府施策連携 ○ (b)広域連携 (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

４－２．地域活性化事業　事業調書 茨木商工会議所

事業名 キャッシュレス化の推進事業 新規/継続 継続

想定する実施期間 2019 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
　また、別紙にて計画を提出すること

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのよ
うな状態にしたいか）

大阪三島地域は、大阪市のベッドタウンとしておよそ110万人が生活をしている。
地域内での小売り消費額も8,450億円（2014年RESAS調べ）に達している。その
後、エキスポシティの開業や大規模集合住宅の建設等が進んでおり、現在では1兆円
規模の市場と言っても過言とは言えない。
本事業は、このような市場で三島地域でキャッシュレスの機運を更に高めていき、イ
ンバウンドと、2020年9月よりスタートするマイナポイントへの対応を図る。さら
には商店街への若者の流入も視野に入れた販促事業として実施する。

支援する対象
（業種・事業所数等）

大阪三島地域全体で行う。地域内で操業している小売店、飲食店、サービス業事業者
をメインターゲットとし、整骨院やマッサージ店、あるいは出展販売をメインとした
移動販売車での従事者やてづくり市出展者、タクシー事業者や娯楽施設等も支援対象
としていく。

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

本事業1年目の令和元年度実施分は、実参加事業所数が低調だったものの、申込段階
では100名を超えた。また、多数あるＱＲコード型決済サービスの選択の苦慮、セ
ブンペイの業務中止など不安の声を確認している。商店街を含む小売店からは、月ご
とにキャッシュレス売上率が向上しているという話が出ており、意識レベルでは高
く、売上の確保のためにも今後も導入促進の活動は必須と考える。
さらに2020年度は、マイナポイント制度も9月からの実施となるため、本制度の導
入店舗の不安要素を払拭し、導入促進を図りたい。

これまでの
取組状況

※継続事業の
場合のみ記入

実施内
容・実績

数値

キャッシュレス決済導入セミナー開催概要
　　開催日時（第1部）2019年6月17日　１４：００～１６：００
　　　　　　（第2部）2019年6月17日　１９：００～２１：００
　　開催場所　北おおさか信用金庫本店　7階会議室
　　参加人数　73名　（59事業所）

反省点

申込段階では、101名83事業所を受け付けていたが、実参加事業所数が伸びなかっ
た。当日参加も4事業所あり、ニーズは高いと思われる。2019年度の反省として
は、次の通り。
　　１、三島地域の利便性を考えて会場を金融機関の大会議室とセッティングした
が、営業時間外の入り口がわかりずらいや、取引のない事業者様が申し込みをためら
われたという話を聞いた。
　　２、1日に2回の開催としたので、チラシがわかりずらく、混乱が生じた。
以上のことをふまえ2020年度は、開催場所を茨木商工会議所としてシンプルな案内
の作成に努めたい。

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこ
で・

何を・
どのよ

う
にする
のかを
明確に)

人材育成
型

人材育成と人材交流を織り交ぜて事業展開するため、独自提案型とする。
講師としてマイナンバーポイント制度に精通している講師を招き、現在の動向や導入
のメリットとデメリット等を説明いただく。またキャッシュレスを推進している国の
動向もふまえ、来るべき2025年の万博に向けてのインバウンド対応も行う。
会場は三島地域の中心に位置する茨木商工会議所とする。
その後に講師、参加事業者含めての情報交換を目的とした交流会を開催。その後の
フォローを指導員が行う雰囲気づくりをおこない、カルテ化につなげる。
具体的な実施内容は次の通り

　2020年4月中
　　　第1回　キャッシュレス化の推進事業実行委員会（仮称)の開催
　　　　　　　実行委員会のメンバーは、三島地域商工会会議所担当者とし、電子媒
体を利用して、意見を集約する。

　2020年７月中を目処に次の事業を開催
　　　マイナンバーポイント制度説明会＆交流会(仮称)
　　　　　　　　開催日時、実施方法詳細等を実行委員会で検討し決定する。
その後、導入したいという店舗、事業者への相談対応、事業者へのつなぎを行う

人材交流
型

販路開拓
型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案
型

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に
その根拠）



４－２．地域活性化事業　事業調書 茨木商工会議所

事業名 キャッシュレス化の推進事業 新規/継続 継続

件

円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（小計の５％） 円

計 円

円

円

〇 (a)府施策連携 〇 (b)広域連携 (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円） 　

代

円

円

円

円

〇 円

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこ
で・

何を・
どのよ

う
にする
のかを
明確に)

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に
その根拠）

(a)商12番
(b)効果の広がりと集中を考え、大阪三島地域の４市１町（茨木市、高槻市、吹田
市、摂津市、島本町）をエリアとする。
(d)セミナー参加がきっかけで接点が出来た事業所に、キャッシュレス化に取り組ん
でいただく。また、相談事業カルテ（販路支援）に繋げる。

事
業
の
目
標

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒ 三島地域には、大小あわせておよそ8,000店舗がある。キャッシュ

レス化の対象となる事業者をおよそ５０％と考え、その２％を本事
業の支援対象として計算した。80

支援対象企業の
変化

支払い方法を多様化する事で、顧客の細かいニーズに対応が可能となる。また、
2020年9月より政府が導入を検討しているマイナポイントの還元制度等に対応する
ことで、商店街を含む小売店舗棟から大手量販店への顧客流動を食い止めることも可
能。

指標 キャッシュレス化に取り組む事業所数 数値目標 40件

その他目標値

目標値の内容⇒

2,424,000

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

交流会とセミナーを実施するため単価を30,300円とする。

①市町村等補助 交付市町村等

算定基準
（行が足りない場合
は、⇒の行に挿入）

算 出 額
②受益者負担 負担金の積算

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

2,424,000

標準事業費

30,300 80 1.00

島本町商工会 320,000

茨木商工会議所 1,144,000

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核
団体またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説
明する代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

高槻商工会議所 320,000
茨木は全体の企画から実行委員会の運
営、広報、事後フォローを実施し、そ
のための費用として、824,000円を
利用する。残りの配分を参加事業所数
で均等割り(各16件)とする。

吹田商工会議所 320,000

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

1.00 2,424,000

摂津市商工会 320,000

2,424,000

2,424,000



○

○ (a)府施策連携 (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

４－２．地域活性化事業　事業調書 茨木商工会議所

事業名 大阪北部地震の震源被災地におけるＢＣＰ推進事業 新規/継続 新規

想定する実施期間 2020 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
　また、別紙にて計画を提出すること

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をど
のような状態にし

たいか）

平成30年の大阪北部地震では、震源地付近の茨木市と高槻市は多くの被害が出た。地震や台風による風
水災が相次いでいる中、中小企業強靭化法の施行を受け中小企業の事業継続力強化の取り組みが喫緊の
課題となっています。こうした自然災害は個々の中小企業の経営だけでなく、わが国のサプライチェー
ンにも大きな影響を与える恐れがあります。中小企業が災害への取り組みを行っていただくことによ
り、発災時の被害軽減と発災後の早期復旧が可能となり、事業継続力が高まります。

支援する対象
（業種・事業所数

等）

ＢＣＰ策定など災害への事前の備えをどうしたら良いかわからない事業者、　ＢＣＰ策定を検討してい
る事業者等を対象とします。

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法
等）

平成30年の大阪北部地震や台風21号の被災経験により、管内事業者の災害対策の機運が高まってき
た。一方で、中小企業のBCP策定の意識は、他の経営課題よりも重視されていない。「経営課題で重視
していると答えた割合　1.8%」（中小企業庁リスクファイナンスに関する調査 2018年） 一方でBCP
を策定しない理由の一位は「スキル・ノウハウ不足　49％」となっている。（みずほ情報総研「中小企
業のリスクマネジメントと信用力に関する調査 2016年3月）　従って、BCPの重要性を認識いただく
よう啓発し、ノウハウを得ればBCP策定が進むものと考えます。

これまでの
取組状況

※継続事業
の場合のみ

記入

実施内
容・実績

数値

反省点

具体的
な実施
内容・
手法
(該当

型
に ○ )
いつ・
どこ
で・

何を・
どのよ

う
にする
のかを
明確
に)

人材育成
型

中小企業のための緊急時に備える「ＢＣＰ啓発セミナー（仮称）」を開催する。
【開催日】２０２０年6月～8月頃に開催予定。
【場　所】茨木商工会議所
【内　容】（予定）
　　①なぜＢＣＰ（事業継続計画）が必要か
　　②事例に学ぶ！　これからの災害対策とは？
　　③簡易版ＢＣＰを作ってみよう
　　④リスクファイナンスについて
【講　師】未定（ＢＣＰに詳しい講師を選定）

人材交流
型

販路開拓
型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案
型

事業手法
（該当する場

合は
○印と下欄に
その根拠）

商９番
(a)府施策連携：大阪府施策の周知を取り込んで実施。
(ｃ)市町村連携：市と共同で作成した「事業継続力強化支援計画」の位置づけで実施。
(d)相談事業相乗効果：事業継続計画作成やリスクファイナンスが必要な場面において専門家と共に支
援。

事
業
の
目
標

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒ 支援対象企業算出根拠：会議所のHP・会報・メルマガ、巡回・窓

口相談時、茨木市報等で告知を行う。また損保会社、金融機関等の
連携事業者にも告知の協力をお願いする。25

支援対象企業の
変化

セミナーを受講することにより、災害に備える対策の必要性を認識いただくととも
に、BCP策定を前向きに取り組んでいただくことができる。

指標 事業継続計画等の作成企業数 数値目標 ２５社

その他目標値
目標値の内容⇒



４－２．地域活性化事業　事業調書 茨木商工会議所

事業名 大阪北部地震の震源被災地におけるＢＣＰ推進事業 新規/継続 新規

円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（小計の５％） 円

計 円

円

円

○ (a)府施策連携 ○ (b)広域連携 (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円） 　

代

○ 円

円

円

円

円

※別添で補足する内容があれば添付してください。

505,000

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数

独自提案単価及び
独自補正係数の根

拠
（基準どおりの場

①市町村等補助 交付市町村等

算定基準
（行が足りない場
合は、⇒の行に挿

入）

算 出 額
②受益者負担 負担金の積算

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

505,000

標準事業費

20,200 25 1.00

【備考】

補助金の団体配分
（「代」欄には、
中核団体またはﾋｱﾘ
ﾝｸﾞで説明する代表

団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

茨木商工会議所 428,000 支援対象企業数で按分。茨木２０社、高槻
５社。茨木が幹事の為、講師謝金、案内チ
ラシ印刷代等の諸経費（合計120,000
円）を除いた金額を企業数で按分する。

高槻商工会議所 77,000

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

1.00 505,000

505,000

505,000



５－１．商工会等支援事業一覧

概要事業名 金額（円）

茨木商工会議所



６．経費支出計画書（経費内訳） 茨木商工会議所

事業所数/回数 単 価（円） 計
180 25,000 4,500,000

50 10,000 500,000

10 30,000 300,000

40 40,000 1,600,000

2 20,000 40,000

2 20,000 40,000

2 25,000 50,000

20 20,000 400,000

0 20,000 0

5 20,000 100,000

20 20,000 400,000

20 50,000 1,000,000

45 20,000 900,000

10 20,000 200,000

2 20,000 40,000

2 10,000 20,000

0 10,000 0

2 20,000 40,000

0 10,000 0

5 20,000 100,000

0 5,000 0

40 5,000 200,000

176 10,000 1,760,000

12,190,000 12,190,000

Ⅱ　専門相談支援事業

計
96,000

72,000

52,000

72,000

292,000 292,000

合　　　　計

小　計

Ⅲ　地域活性化事業

小　計

小　計

Ⅳ　商工会等支援事業

Ⅴ　合計

算 定 基 準

別紙事業調書のとおり 15,177,707

補助金額

別紙事業調書のとおり

補助金額

27,659,707

－

Ⅰ　経営相談支援事業

区　　　分

事　業　名

金融相談

財務分析支援

５Ｓ支援

ＩＴ化支援

債権保全計画作成支援

災害時対応支援

結果報告

小　計

マーケティング力向上支援

販路開拓支援

事業計画作成支援

創業支援

事業継続計画(ＢＣＰ)等作成支援

コスト削減計画作成支援

事業承継支援

フォローアップ支援

金融支援（経営指導型）

マル経融資等の返済条件緩和支援

資金繰り計画作成支援

記帳支援

労務支援

人材育成計画作成支援

0

補助金額

算 定 基 準

専門家派遣（同行）

補助金額

補助金額算　定　基　準
支援日数

事業所カルテ・サービス提案

支援機関等へのつなぎ

金融支援（紹介型）

12

算　定　基　準

4

2

※記帳支援のために税理士を活用する場合、26,000円×事業所数

3

3

税務相談

記帳指導


